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枠組みが、ようやく合意に向かい始めました。2015 年 12 月にパリで開催され
る COP21（国際気候変動枠組条約第 21 回締結国会議）にむけて、アメリカや
中国など世界の多くの国々が 2025/2030 年にむけた温暖化対策目標案をす





































(平成 27 年 5 月 1 日現在) 
学長  塩 田  浩 平 
理事  堀 池  喜 八 郎 
理事  松 末  𠮷 隆 
理事  藤 山  佳 秀 
理事  竹 田  幸 博 
監事  井 㞍  正 博 
監事  梅 山  克 啓 
 
職員・学生数 
(平成 26 年 5 月 1 日現在) 
職員数 
  役員  5(2) 人 
  教員  374(6) 人 
  事務職員 129 人 
  技術職員 812 人 
    計  1320(8) 人 
   (注) (  )内の数字は、外数で非常勤を示します。 
 
医学部学生数 
  医学科  676 人 
  看護学科 260 人 
    計  936 人 
 




土地  233,018m2 









































期間  平成 26 年度(平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日) 
範囲  医学部、医学部附属病院、附属図書館、事務部門 
  (瀬田月輪団地の看護師宿舎を除く全てを対象としています。) 
公表時期  平成 27 年 9 月 
次回公表時期 平成 28 年 9 月 
参考としたガイドライン 









































表 1. 過去 5 年間の総エネルギー使用量の推移 









る関西電力の排出係数の上昇(H25 年度 : 0.475 → H26 年度 : 


















表 3. 過去 5 年間の CO2 総排出量の推移(関西電力調整後係数) 




































表 5. 過去 5 年間の CO2 総排出量の推移(デフォルト値) 












表 7. 過去 5 年間の電力使用量の推移 
















































































































 本学では古紙回収を実施しており、月 1 回程度専門の業者が回収し資
源化しています。平成 26 年度においては、ダンボール 43,680[kg]、新聞紙

















































































































 この計画通りに実施することで、平成 34 年までの 8 年間で総エネルギー消費
量を 13.3%削減できる見込です。これは年平均 1.7%の削減にあたります。またこ













































また、平成 22 年 1 月に策定された「滋賀県地域医療再生計画」に基づき、東
近江市の国公立３病院（国立病院機構滋賀病院、東近江市立能登川病院、東
近江市立蒲生病院）の集約化、再編が行われ、平成 25 年 4 月に「国立病院機
構東近江総合医療センター」が開院しました。本学はここに総合内科学講座・総
合外科学講座の医師を派遣し、地域医療の再生に向けた教育・研究・診療活
















平成 25 年度と比較し、平成 26 年度は建物延床面積あたりのエネルギー消費
量が 5.2%削減されたが、温室効果ガスの排出量はほぼ変動しませんでした。これ
はエネルギー使用量を削減したにも関わらず、原子力発電所の停止による、電気
エネルギーの温室効果ガス排出係数の上昇により、温室効果ガスの排出量の削
減ができなかったものと考えます。 
平成 19 年以降長期的なエネルギー消費量は診療や研究の活性化や使用する
機器の増加に伴い、漸近的に増加傾向にあります。 
滋賀医科大学では面積あたりのエネルギー使用量を前年度比 1%以上削減を
継続するための具体的な計画づくりに着手しています。老朽化した設備を最新の
省エネタイプに更新していくことを中心とし、ソフト面でも学生や教職員の省エネ活
動をより活発にするような計画の作成をしています。また本年度より電気需要平
準化評価減単位の削減も視野に入れた計画を作成していきます。 
  
23 
 
8. その他 
 
 
 
